
自
民
党
の
新
憲
法
草
案
は
、
９
条
の
第

１
項
は
現
行
の
ま
ま
に
、
第
２
項
の
「
戦

力
不
保
持
」「
交
戦
権
の
否
認
」
の
規
定
を

全
面
的
に
削
除
し
、
新
た
に
「
わ
が
国
の

平
和
と
独
立
並
び
に
国
及
び
国
民
の
安
全

を
確
保
」
す
る
た
め
、「
自
衛
軍
」
を
保
持

す
る
と
明
記
。
そ
の
上
に
、
自
衛
軍
の
任

務
を
遂
行
す
る
た
め
、「
国
際
的
な
協
調
活

動
」（
海
外
派
兵
）、「
公
共
の
秩
序
維
持
」

（
治
安
出
動
）
な
ど
を
行
う
こ
と
が
で
き
る

と
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
憲
法
９
条
を

変
え
て
日
本
を
ア
メ
リ
カ
と
と
も
に
海
外

で
「
戦
争
で
き
る
」
こ
と
を
可
能
に
す
る

も
の
で
、
現
憲
法
の
非
武
装
・
恒
久
平
和

主
義
の
原
則
を
根
本
か
ら
覆
す
も
の
で
す
。

自
民
党
の
改
憲
の
動
き
の
背
景
に
は
、
ア
メ
リ
カ
と

財
界
の
要
求
が
あ
り
ま
す
。
ア
メ
リ
カ
は
、
多
く
の
国

の
反
対
や
国
連
を
無
視
し
て
一
方
的
に
イ
ラ
ク
に
侵

略
、
日
本
に
対
し
て
は
、
自
衛
隊
の
派
遣
を
要
請
し
、

「
憲
法
９
条
は
日
米
同
盟
の
妨
げ
」
と
改
憲
を
迫
り
ま

し
た
。
日
本
の
財
界
も
海
外
に
進
出
し
た
企
業
の
資
産

や
権
益
を
守
り
、
武
器
輸
出
や
軍
需
産
業
を
増
強
す
る

た
め
に
は
、
平
和
憲
法
が
邪
魔
だ
と
言
っ
て
い
ま
す
。
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憲法改悪反対共同センター

9条の以外の改定ポイント

自民党が憲法の全面改定案を発表

2005.11

自民党は10月28日「新憲法草案」を決定し、11月22日の結党50年党
大会で正式に公表する予定です。

●憲法の前文が全面的に書き換えられ、「政府の行

為によって再び戦争の惨禍がおこることのないよ

うに決意」するという、不戦の誓いをバッサリ削

り、「帰属する国や社会を愛情と責任感と気概を

もって支える義務を共有」とし、「愛国心」を植

えつけようとしています。

●国民に保障する自由及び権利には「責任と義務」

が伴い、常に「公益及び公の秩序」に反しないよ

うに「享受」とし、自由と人権に制限を加えるこ

とを可能としています。

●「社会的儀礼又は習俗的行為の範囲」なら、国や自

治体が宗教活動にかかわれるとして、靖国神社へ

の参拝を可能とする政教分離の緩和を行っていま

す。

●地方自治を「基礎的自治体」と「広域地方自治体」

に分類し、道州制や市町村合併を促進しています。

●憲法改正の国会の発議を、現行衆参各院の各々

2/3以上から過半数に変え、憲法を容易に変えら

れるよう緩和しています。

「
戦
争
で
き
る
国
」へ
大
転
換

「
戦
争
で
き
る
国
」へ
大
転
換

自
衛
軍
を
保
持
し
、

憲
法
の
改
定
は
、

ア
メ
リ
カ
と
財
界
の
要
求
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